
Title 岡崎陽一君学位授与報告
Sub Title
Author 岡崎, 陽一

Publisher 慶應義塾経済学会
Publication year 1978

Jtitle 三田学会雑誌 (Keio journal of economics). Vol.71, No.6 (1978. 12) ,p.1060(148)- 1064(152) 
JaLC DOI
Abstract
Notes 学位授与報告
Genre Journal Article
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00234610-19781201-

0148

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって
保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic societies, or
publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


巧: ^ ，;ジでヴ1わが̂ねレ

「三ffl学会雑誌J 71卷 6 号 （1978年I2月）

このあと中国人民幣のデノミネ一ションと物価変動 

抑制に对する'強力措置的機能が解明される。

第 5 章は過渡期における貨Wfの理論的諸問題として 

r過渡期における貨幣?>本質と社会的性格J , [中国の 

過渡期における貨膽二人民戦の本質とその社会的性 

格j 力*>解明されて全体を理論的にしめく くるら金丸氏 

が長期間従事してこられた中国研,究一一■その一部は本 

論文に付.された副論文数篇及び中国語審査に出された

中国原典古文書其他の訳書に示される---ぬ 1つの集

大成がここに示されたわけである。’.. ■

社会主義経済理論の分野はまだ新しく'，ソ . 東欧圏， 

中国学界の他アメリカ，西欧特に英.仏学界の循大な 

据野を構成する諸論稿が日々提起する新命題の処理に 

追われて体系化に至っていないが.，本論文は，その中 

にあって，広大な中国の第二次世界大戦終結時から傾 

斜し始めた社会主義経済への移行期を対象に,従莱学 

間的対象の空白期間時の極めて実証的な史的检証を基 

盤とし';C 2つの通貸の制度的.政第的転換と対抗を明 

らかにし，その通貨システムとインフレ収束策との関 

連の中から，人民幣という資本主義経済における貨幣 

の理念を超えた"社会主義貨幣"（その基本的性格は貨 

幣論的により深められねばならないにしても）.の端緒を別 

決し，現段階までの社会主義経済理論の中で位置づけ 

ようとしたものであって，極めて独創的な業績である。 

上海の同文書院大学出身で永らく亜細亜通信でュュ 一 

スの訳出を担当された中国語読解力と資料収集の努力 

も又その分野に他人の入れぬ条件を充たしたものと思 

われる。

本論文が博士の学位に値すると認楚する。

論 文 審 査 担 当 者 主 査 平 野 拘 子  

同 副S 山 本 登

同 ' ' 飯 f f l 裕 康

.学力確認担当者 鳥 崎 隆 夫

同 立 間 祥 介

岡 崎 陽 一 君 学 位 授 与 報 告

報 告 番 号 乙 第 953号 

学位の種類経済学博士 

授与の年月日昭和53年 3 月24日 

学位説文 題 名 [人ロ老膽化が経済•社会におよぽす 

影響に関する統計.的研究J

内 容 の 要 旨

r人口老齢化が経济•社会におよぼす影響に 

関する統計的研究J 諭文要旨

岡 綺 陽 一  

明治以降の日本の近代的を展過程の中で，出生拳と 

死亡率は西欧先進諾fflで見られたいわゆる人口転換の 

バターンに沿って低下爐向をたどったが,そのような 

人ロ:動態の変化はとくに第二次大戦後にお、、て著しか 

った。この戦後の人口動態の変化は経済の高度成長と 

あいまって，戦前からの慢性的過剰人り問題の解決に 

貢献するところ大であったが, 他方人口老M化を招来 

する原因でもある。人口老齢化は長期的過程であり， 

昭和50年代初期の段階はまだその始発点にすぎない 

将来推計人ロによれば，人口老婦化が本格化するのぽ 

むしろ今後のことであり，来世紀に入力て真実の意味 

の高齢社会が実現するものとみられる。

今後数十年にわたって進行すると于想される人口老 

齢化は，経済と社会の諸側ilSに大きな影響をおよぼす 

ものと思われ，それぞれの侧面において適切な施策が 

要請されるであろう。これらの問題点は，現状の構造 

分析を行うことによってかなり正確に予測することが 

できるはずで，本研究では人口ととくに密接に関係し 

ている諸側面を対象として分析した。その結果，次の 

'諸点が明らかになった。

第 1 に, 労働力人口と雇用の構造について,労働力 

人口の老龄化が進行すること。それに伴い高齢労働者 

の雇用問題が一段と深刻化するおそれがあり，それに 

対する施策が必要である'こと。第 2 に，地填人口移動 

およぴ人口分布について,高度成長期に激しい人ロ移 

動がみられ，人口分の偏在化が進んだが，移動人口 

は概して若年人口に集中していた。したがって，今後 

人ロ老蹄化が進行する中で,人ロ移動は鎮静化の方向 

に向うものと思われる6 しかしそのこi は同時に,現 

状にお1/、てすでに問題化している人1コ分布の偏在がそ 

のまま固定化するおそれがあることを意味するのて〜
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学位授与報告

これに対して適切な人口移動,人口再配分をうながす 

施策が要請されるであろう。第 3 に,世带と家族の構 

造は人ロ老齢化の進行に伴い高龄者世帯の墙加が予想 

され，これらの世帯をこ対して所得保障，ぽ神的‘物質 

的支持などの面での施策の強I化が必要となる。，

人口老齢化の経済. 社会におよぼす影響a きわめて 

多面的であり, まだ包括的であるが，本研究はこの問 

題をぁくまでも人口論の立場に立って分析レたもので 

あり，また分析方法としては,できるかぎり多くの統 

計資料に依拠し，統計的.卖証的に分析することを目 

的とした。

以上をもって主論文の要旨とする。

論文蓉査の要旨

閥崎氏の提山論;文は，わが国の近代化以前から今日 

までの人口と経済社会が織りなす相互関係を実誕的に 

説明し，さらに，今日急速に進みつつある日本の経済 

社会の高崎化の実態と, それをめぐる諸問題を，人口 

の侧に:£ 題をもとめ，統計的.実証的に解明しようと 

したもので，視角は限定され.てV、るが,人口のもつ特 

>徵を縦横に駆使した解明は，関連する隣接諸分野に多 

くの示唆をあたえるもりであり，この糖の研究のまと. 

まった成果としては，学界に貴重な貢献をしたもので 

.ある。 ■ ' * ' . . . . . . . . . . .

岡崎氏は10年ぱど前に[人口変動が労働人口にお 

.よぽす影響に開する統計的研究r  (『日本の労動力問題』

て1966年〕と超して出版）を発ました(これは今0 参考論文 

.として提出されている)6 当時は1960年代の高度成長の最 

4*にあって，労働力不足が大きな問題となっていたが， 

そのときにも,人口の侧から労働力について供給面の 

:綿密な分析を行ない，労働力の再生まを分析の支点に 

:•置いで労働力人口の変、動形態を論じた。この成果は当 

I時，.学界で高い評価があたえられた。そのときの主張 

は，労働力人口の規摸と構造が,人口それ自体の規模 

と構造によって影響されるのであり，それが当時の労 

働力不足の主耍な一^因であることを統計的実誰分析に 

よって指摘した。 /
今回提出された舗}文は，分析方法において，その延 

:長線上にあって，今日の高膽化社会の統I十的実証分析 

も，岡崎氏の先の研☆と同じく, 人口それ自体の媒摸 

と構造の変化にもとめられる，高齢化社会の諸問題を 

証分析したものである。

その意味で, 前りgif究成果を參考論文としたことは， 

、とくに意味のあること:である。

提出論文のま成を記すと，歴史的な人口動向と人口 

構造について説明したのち，労働力と雇用の問題がと 

りあげられる。次いで,地域の人口移動と人口分布を 

考察する。次に, 世帯と家族の課題がとりあげられ, 

集団と個人をとり結ぶ人P とま族の関係がとり扱われ 

る。とくに,' 高齢化社会め基本問題は，世帯と家族の 

構造変化に深く関係していることから，以上のことを 

高齢化社会を分析するための基礎周めに準備している。 

そとで，いよいよ本i命文の核心となろ高齢化社会の問 

題をとりあげる。

なお，以上を補足するものとして，高齢化社会を人 

ロの側から分析すろにあたって将来を見通す基礎資料 

をなした日本人ロ 9 将来推計(基準人ロは昭和50年国勢調 

查）と，それを塞後にした労働力と世帯の将来推計,

および地域人ロの将来推計（基準人ロは昭和45年同勢調 

m 〔V、ずれも岡崎成が参加し，厚生省人ロ問題研究所 

から発表されたもの〕を解説している。とくに，この 

なかで 1"労働力人口0 将来推f h は岡崎氏自身の手に 

なるものである。そして，最後にill:界の人口間題と日 

本の将来を展望し，結びとしているのである。

さて，岡崎氏は厚生省人口問題研究所に所属する厚 

生技宜であるから，当人ロ問題研究所が発まする人口 

分析の成果のなかには，直接に岡崎氏が参加し，その 

成果が究表されていろものがいくつもある6 また，今 

回の研究は，とりまとめる段階において,前後のバラ 

ンスをとるために,既存の成果をとりあげてそれを解 

: 説している筒所もある。

をこで, 提出論文を評価するうえで岡⑥氏が直接に 

実証分析されたものをとりあげると，就業者の産業別 

構成をコーホート（同時出生集団）によって構成变イ匕を 

考察したことは，とくに注目すべき分析である。これ 

によって，新規に就業する就業者？ どの産業をより 

^ く選択するか, また退職する就業者がどの産業から, 

より多く退職すろかがわかり, もう1つは既に就業し 

ている就業者の産業間移励を知ることができる。その 

結果んられた結!^は,'そのすべてが若年労働力を中心 

にして起こっているというこである。このことは経 

済進歩‘とともに，バチ .ィ..クラークの産業構造変化の 

法則が認められる陰に，データを年齢階級に分けて考 

察すると，それは，若い年齡染団に大きな変化が認め 

られることから，人口移動も， 業別の就業構造の変 

化も，ともに世代間の変イ匕を通じて起こっていること 

が判明する。 .

'次に特徴的な® 用構造の実ST:分析は,潜在央業の考

-149 (J061).
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察である。岡崎氏が潜在失業の考察に力点を置いてい 

るのは, 日本人ロも分析するうえで，わが国め人口問 

題は人口過剰の塞礎のうえに成立っているという姿勢 

をとっているからである。岡崎氏は人ロ移動について 

も， 1"経済成長はもともと地域的不均等を伴いづつ実. 

現するものであって, . をれによって，人口労働力の移 

illが生じることは決して不思議ではない。むしろ過剰 

労働力を生産的に刹用するための合理的な動きである 

ともるべきであるJ との認識に立っている。

' さて，潜在失業の定義は一様ではないが,これを実 

缸分祈するために，岡 氏 は ，就業時間.迫加就業希 

望 ' 所得の3つの側®から測定しているのが特微的で 

ある。そこでi t 細された潜を失業者は，はぽ400万を 

前後する水準にあること, ぉよび,これを年齢階級で 

おると，概して中高年齡層に多いことが判断される 

で》今後に労働力が中高年赠化するにつれて，その対 

策が一段と注目されることを指摘している。 .

次に人口分布と人口移動の課題については，人口密 

度からの考察によって，人口の邵市化と大都市圏，ぉ 

よびメガロポリスという人口の地域分布を考察すホ0 

ついで, .分析のメスを人口の地域移動にむける。この 

ところの展開は，岡崎氏の水ぽ立った分析がなされて 

いる。

まず，人口移動の変貌の考察には，イギリスの統計 

学者，ラベンシュタインの人ロ移動法則（距離に関する 

移動法則）をま証する。それには人口移動の類型を 

大部市圏内移動, (B)大都市圏から非大都市圈への移動, 

(0ま[̂大都市圈から大都市画への移励，03〉非大都市圏内 

移動の4分類に分けて分析する。この分類によって，

人ロの都市镇ホの様子や人ロ移I!;のU ク一ン現象も解 

明することが可能である。なかでも，大都TfJ旧への流 

入人口については，人口の都市策中にしたがって，大 

都市圓へ人口を送り出す地域が次第に遠距離イ匕するこ 

とを樊証する。その現は昭和30年と同35年を比較す 

ることによって，束京閱についても阪神圈についても, 

人口供給源の遗距離化を認めている。

さらに. • 大都-rfmiへの移動人口の内容;^*、変化してき 

たととも注目される。それは学歴にいてみると， 

1960年代のおめは，中学 • 高校のネ業者が就学‘就職 

のために移勘するものが多くをめていたが，出生审 

の低下にともなって，中学ギ*高校ギの数は次第に減 

少し，進学率の高まシとともに，大都市旧への流入の 

主流が中学卒就職者から, 高校ギ就職者に移り，つい 

で"*̂ 般の未就業者から既就業者へと10点が移ってき

rぢm学会！(ほ 71卷 6号 （1978年12月）

た。これがI960年代の高度成長期にみられた現象であ 

った。つまり，大都市圏への人口律中の過程には,移 

動性の高い人ロが減少するにつれて，次第に移動性の 

低、、人ロへ供給源が移っていった变化の跡を描き出し 

ている。

また，人口移動のU ターン瑰象の考察については，

旧和51年に, 年!^別に非大都市圏で，大都市圏に居住 

した経験を調ぺたところ，若い年飾層で40% 近くが大 

都市圏に居住した経験のあることを検討している。 .

以上，こbした人口移動の木目細かい分析を終える 

と，次に，世帯と家族について考察する。ここでの力 

点は，家族循環(Family cycle) による消費構造の考 

察で:ある。

ここで，家族循環に'0 いて戦前戦後を比缺すると， 

戦前の日本の家族循環は，結婚で始まり,末子が小す 

校を終えろと完了する。とくに女性にとっては出産と 

育児だけで，はぱ一生が終わるというパターンであっ' 

た。. その原因は，平均寿命が50年に満たず，それに平 

均子供数は5人という多産であった。それが戦後は平 

均寿命は伸び，平均出生児数は減って，家族循環の内.' 

容は大きく変化した。とくに女性にとっては，出産と 

ま児の:^担が輕減して，女性の社会活動の可能性は末 

幅に拡大したb

アメリカの統計学者ポール• グ リ ッ ク （PaulE. 

G llck)によると，家族循環モデルは結婚で始まり，配 

.偶者め死亡によって終わるといわれるが，わが国の将 

来を考えると，家族循環が終わる配偶者の死後に生き 

残る老人はますます増加するとの予想からみて，高齢 

め老親，とくに配偶者に死別した老親を家族内にかか 

える3世代家族の家族循環モデルの檢討がとくに重要 

性をますことになる。こうした観点からの考察へ指向 

するものとして，総理府統計局の家計調査資料によっ 

て，夫である世帯主の年龄別の家計を考察し，若い世 

帯, 中年*老人の世帯について項目別消費支出の比較 

(昭和50年調べ）を試みている。 ‘

さて，以上の考察を基礎固めとしたう免；で，これか 

ら高龄化社会の换討にとりかかる。ここで岡崎氏は高 

齢化社会（aging sociiiけ）と高購社会（aged society) 

とを[?：別する。それは当面する問題の性質が異なるか 

らである0高龄化社会では人ロの年齡構成が変化して 

いくので, . この変化に対応して，経济 • 社会の構造や. 

惯ぽを变化させていく必耍がある0 その適応の過勘み 

避れると，それだけ社会的摩擦は大きくなり，経済 . 

社会に湿乱が生ずるおそれがある。だから，？ぱ歸化社
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会では人tt.構成のま化にともなって発生する諸問題を 

予測し,それを解決するための施策を現実に即して立 

案し卖行する必要がある。したがって, 高齢化社会は, 

人口変動を中心にして， 変化する社会が抱く動態的 

(dynam ic)な挫格のflU題であり.，とれに対して，高 

齡社会は，それ自体が静態的（static)であり，とくに 

静止人口（stationary population) を基調として成立 

っ高ffili社会の場合には, 年少人口も老人人口も，それ 

らを扶養する生産年齢入口も, すべて,その数が不ま 

であるから，その社会に適合した経清.社会の組辕が 

完成すれぱ，そ；Kを変化ざセる必要は起こらない。そ 

め意味で,高齢化社会の間題に対処するこをは困難な 

間題を抱えているであり，とくに戦後，出生率と死 

亡率の変'化が急激ズ'あったため,年機成の变化が激 

しく，高蹄化の速度が速い国においては，そういった 

困難はいっそう大きV、のである。をのことを岡條氏は 

主要なヨーロッバ諸国の老人人口割合と比較すること 

によって明解に浮き彫りしようとしている。ことに，

65歳以上の老人人口割合でみると，ヨーFiタノ<諸国で 

は14%からせいぜい15ないし16%どまりであるのに, 

わが国の場合は，最近の出生率低卞を見通すと，老人 

人ロ割合ほ，最終的には20%を少し上回ることを暗示 

している。このことは, とくに法目すべきことであi6。 

. そして，わが国では，老人人口割合が魚上昇すると 

いう高！̂化ぱかりセなく，雇用間題に直接関係する生 

産年齢人口の高齢化の問題も真剣に検討しなけれぱな 

らないのである。というのは，高齢化社会は老人人口 

と，それが総人ロに占める割合が増大していく社会モ  ̂

あるから，当然のこととして，高齢イ匕の過程めなかに 

は，中年イ匕の過程が含まれる。そこでは，特別の雇用 

間題を提起するので，このととは，とくに注意するこ 

と力';必要となる。つまり高齢化の二重構造の問題であ

るニ

ことでとりあげた中年労働力の激増は，企業にとっ 

ても，国民経済にとっても，少なからぬ影響を与える 

のである。

まず，企業にとっては人件費の負担が墙大する。こ 

れは年齢別の賞金構造に直接関係する問題であるが， 

それが解决できたとしても,次には退職金の支払いで 

負担増加め問題が残る。

このはかにも，わが国ではEJ — 口ッパ諸国と違って， 

高学歴者は専•門技術職業に就くよりも，管理的職業に 

就く割合が高いので，今後は高学歴者を専門技術的職 

菜にふりむけ.るよ.うな有効な方策がとられなけれぱな

らなくなる。

また,わが国では高齡者の労働力率が西白一ゃッ 

諸国に比べて3 倍 も い 。 ；

それはわがa の公的年金制度が未成熟なために,そ 

れに頼ることができな、事情によるものと思われる。 

それに高齢者の企業規摸別就業状況を調べると,高齢 

者が零細企業で働ぐ者の割合が多 < , 潜在失業が中商 

年層に入り込んでいる状況にある。この点に関しては, 

高婦者の大部分は生活のために働かざるを得ず，そり 

シえ高齡者に対する求人倍率は低く，供給過剰の状態 

にあるのである。

こうした高齡者の雇jtf]. 就業問題の考察についで, 

同居 • 別居の生活問題および,健康や人生観などを各 

種の調査結果を採用して概観する。 .

さて, ことで高齢イヒ社会の対策に移ると，岡崎f t の 

主張は，大別して，国または社会が採るべき施策と， 

個人または家族が考えるべき方策を区別して明確にす 

る必要を説くb ‘

闺または社会がなすべき施策は, 人口.が高齢化する 

なかで,生ま力や社会的活力を衰えさせないための雄 

策をこうじるべきことを主張する。そのステップとし 

て，年齢3 区分を組み替え，実情に即して，年少人P 

を 0 〜19ま （従来は0 *̂ 14歳)，生産年膽人ロを20〜69 

歲 C従来は! 5~64歳）とし，従って，老年人口を70歳以 

上 （従来は65歳以上）とする。

このように♦ 齢区分を組み替えると，生産年齢人口 

が年少人ロと老年人ロを块養する食担（従属人口指数）

は10%も軽くなるし，年少人口割合も老年人口割合も， 

ともに鱼担が軽減される。そのことは生産年齢人口が 

増大するとともに，高齢化を促進するととを物語るも. 

のであるから，高齢化社会はそれ自体，人手のかかを 

仕事が多くなる社会であるし，生産年齢にある高齢者 

.に働く機会をあたえることが重視される社会でもある。 

それだけに，高者の開発が真剣に檢 fホされなけれ 

ぱならなくなる。’ ..

次に，家族からみた高齢iヒ社会はどうであろうか。 

こでで岡崎氏はライプ‘ サイクルモデルについて, .ュ 

ヒータな型の考察をする。家族問題は，人口と個人を 

とり結ぶ重要な場セあるから,.ここでの梭討はとくに 

興味深い。それは従来のライプ*サイグルは, 本人と 

妻を中心に2 人の子供という核家族めライフ•サイク 

ルを描くことが標準的モデルであったが，高齢化社会 

になると，子供と老*親とを找養することになるから， 

ライフ . サイクルも， 3世代家族のモデルを描くこと
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が必要になる。最近のデータをもとに，平均的な3世 

代家族の扶養関译をモデルにポすと，次のようになる。

平均初i i 年齢（男27歳，女ね歳) , 出生バタ一ン（結 ®̂

後びP目に第1子出生，さらに2年後に第2子出生),ギ均 

寿命（男72年, 女77年）を用いてモデルを描くと， 本人 

が29歳で子供の扶養がはじまり，36歲のとき,父親が 

65歳に•達して，親の扶養負担が加わる。父親は，43歳 

のときに死亡るが，母親は本人が51歳めときまで生 

きヤいる◊ 子供が2人とも男子なら，長男が結婚して 

独* するめは本人56歳のときセあり，第 2 子58歳のと 

き結婚して独立することになる。扶養A 担を要約する 

と，本人が29歳のときから，58歲まで, 子供の扶養が.

続き, 途中，36歲から51歳まで，子供の扶養に加えて 

老親の扶截が重なることになる。とぐに, 36歳から43 

歳までは, 雨親で、ある老父母を扶養することになり，

本人の梭養鱼担が一番重くなるとき:である0

こうした3 世代家族のライフ.，サイクルは子供の数 

が 2人に定參し, 平均寿命が長くなって，男72年, ' 女 

77年という長寿になったことから生ずる家庭における 

人の一生である。親が子供を養育することは,人間社 

会だけでなく，働物界の本能的機能力あるが，子が親 

を块養することは，人間社会だけに見られる高度な機 

能である。そ0 扶養の仕方は，各家庭で個別的に行な 

われるか，それとも社会的共同的に行なわれるか，さ '

まざまな観点から檢討を加えて，最適な方法が採られ 

なければならないが, その機能を十分に果すためには， 

人間性に根ざじた理念と制度が必要であることを深く 

認識しなけれぱならないとむすんでいる。：以上が本論 

文の中心的内容である。

さて, . 本論文に対する岡崎氏の分析は，さし追った 

わが国の高齢化社会を分析するfc当って,人口の侧か 

らめ統れ的実証分析の綿密さは，高 < 評価されるもの 

であるが，その分析を通じて，われわれは高齢化社会 

に如何対処すぺきであ 'ネのか，そめ点についての，

岡綺氏が主張する論旨の明確化は必ずしも十分reはな 

い。たとえぱ，高齢化社会の家族における扶養負担に 

ついても，戦前の家族形態ぱ子供f c と親の割合は3 对 

1 であったが，今日ではそれが核家族となり， 1対 1 

め割合である。そうした家族構成の変容が,今後の扶 

载形態をどのようにするのが適切か,それへの対応策 

が辕極1"：1̂フに梭̂ ^されなけれぱならない^戦前は兄弟の 

誰かが親を杖-養すれぱ，他は親の找盤からは解放され 

ていたが， £1れからは，自分が親を挟養しなけれぱ,

他の人が自分の親め®倒を見なけれぱならないのであ
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る。しかし，社会的に，個人の找ま鱼担に限界がある 

, とすれば，その先，社会制度のうえで，人的サ一ビス 

, をどのように組缴化するか，残された問題は少なくな

い

また，今回の提出論文は, 货の参考論文と,分析方 

法において一 ■'貫したものである。.そうであれは，参考 

論文で労働力問窟を中心に実諷分析をしたなかで，肩 

用の二重構造が，将来も残されることを予見しすいる 

が，それ力’、10年たったいま，どのように評価されるの 

.力：、，提出.された主論文のなかで，そのことが解明され 

ていない。

その他,高齢化社会に対する広範囲の問題と取り組 

：んセこの研究成采に対して批判の眼を向けれぱ，なお 

:若干の注文も’4タけられるが，しかし岡崎氏が多年,人 

:ロに関する実踐め課題にして取り組み,地道な耕 

究成果を学会においても，また論文としても多くを,発 

まし，すでに高い評価があたえら:れている。

それらの多くは，英訳して海外にも，日本の人口研 

究の成果として発表し，高く評価されている。他にも, 

人口に関する海外の貴重な文献の翻訳をし，日本の学 

界に多くの貢献をしズいることを加えれぱ,それらを 

総合して, 岡!!#氏の業績が経済学博士の学位を授与す 

るに，十分であるこ:とを認めるものである。
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